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資料の取り扱いについて
1. ジェアディスの資料は、優先的に会員の皆様と共有しております。公

開されている場合を除き、ジェアディス会員および関係者以外の他者
への再配布等はご遠慮ください。法人会員の場合、社内共有は問題あ
りません。

2. 一部を転載等で利用する場合は、出典の明示（当協議会の名称併記等）
をお願いいたします。

3. 資料の作成にあたっては、可能な限り、エストニア政府の公式サイト、
政府統計データ、エストニア語法令等の1次情報を確認しております
が、内容の正確性につきましては保証できませんので、あくまでも参
考資料としてご利用ください。

皆さまのご理解とご協力をお願いいたします。



日本・エストニア/EUデジタルソサエティ推進協議会 

日本・エストニア/EUデジタルソサエティ
推進協議会 （略称：JEEADiS ジェアディス）
http://www.jeeadis.jp/
エストニアをデジタル社会のモデルとし、国民視点
で日本の情報化社会のあり方を考え、世界に貢献で
きる日本を創ることを目指します。

未来型国家エストニアの挑戦 電子政府が
ひらく世界 （ペーパーバック、電子書籍）
インプレスR&Dから発売中 

ラウル･アリキヴィ理事と前田陽二代表理事が
執筆。エストニアの医療情報化も紹介。
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情報収集と参考情報(1)
ロシアとウクライナ、両国ともにプロバ
ガンダによる情報戦を展開しているため、
情報収集は慎重に行う必要がある

国際機関 European Union https://european-union.europa.eu/
国際機関 Organization for Security and Co-operation in Europe https://www.osce.org/
国際機関 International Criminal Court https://www.icc-cpi.int/
国際機関 UN Human Rights Office https://www.ohchr.org/
国際機関 European Parliament https://www.europarl.europa.eu/
国際機関 Euronat https://euronat.org/
情報機関 公安調査庁 https://www.moj.go.jp/psia/index.html
情報機関 National Institute for Defense Studies http://www.nids.mod.go.jp/
情報機関 Security Service of Ukraine（SBU） https://ssu.gov.ua/en
情報機関 Foreign Intelligence Service of Ukraine https://fisu.gov.ua/
情報機関 Federal Security Service of the Russian Federation（FSB) http://fsb.ru/
情報機関 Foreign Intelligence Service of the Russian Federation（SVR）http://svr.gov.ru/

情報機関
Main Directorate of the General Staff of the Armed Forces 
of the Russian Federation（GRU） https://mil.ru/

情報機関 United States Intelligence Community https://www.intelligence.gov/
情報機関 Defense Intelligence Agency (DIA) https://www.dia.mil/
情報機関 National Security Agency (NSA) https://www.nsa.gov/
情報機関 Central Intelligence Agency (CIA) https://www.cia.gov/
情報機関 Secret Intelligence Service (MI6) https://www.sis.gov.uk/
情報機関 Federal Intelligence Service（ドイツ） https://www.bnd.bund.de/
情報機関 General Directorate for External Security（フランス） https://www.dgse.gouv.fr/fr
情報機関 Estonian Foreign Intelligence Service https://valisluureamet.ee/

情報機関 List of intelligence agencies
https://en.wikipedia.org/wiki/List_of_intelligence_agenc
ies

政府 Official website of the President of Ukraine https://www.president.gov.ua/
政府 War in Ukraine official website https://war.ukraine.ua/
政府 The Russian Government http://government.ru/en/
政府 首相官邸 https://www.kantei.go.jp/
政府 The White House Atlantic Council
政府 United States Department of State https://www.state.gov/
政府 United Kingdom https://www.gov.uk/

政府 Prime Minister's Office of Israel 
https://www.gov.il/en/departments/prime_ministers_offi
ce

政府 Republic of Estonia Government https://valitsus.ee/
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情報収集と参考情報(2)
シンクタンクも、偏りがあることを前提
に情報収集を行う

軍組織 Ministry of Defence of Ukraine http://www.mil.gov.ua/
軍組織 АЗОВ （アゾフ連隊） https://azov.org.ua/
軍組織 Ministry of Defence of the Russian Federation https://mil.ru/
軍組織 North Atlantic Treaty Organization (NATO) https://www.nato.int/

軍組織
European Centre of Excellence for Countering Hybrid 
Threats https://www.hybridcoe.fi/

軍組織 United States European Command https://www.eucom.mil/
軍組織 United States Department of Defense https://www.defense.gov/

軍組織 Ministry of Defence (United Kingdom)
https://www.gov.uk/government/organisations/ministry-
of-defence

軍組織 Estonian Defence Forces https://mil.ee/en/defence-forces/
軍組織 防衛省・自衛隊 https://www.mod.go.jp/
シンクタンク RAND Corporation https://www.rand.org/
シンクタンク Institute for the Study of War https://www.understandingwar.org/
シンクタンク Atlantic Council https://www.atlanticcouncil.org/
シンクタンク Brookings Institution https://www.brookings.edu/
シンクタンク Center for a New American Security https://www.cnas.org/
シンクタンク Council on Foreign Relations https://www.cfr.org/
シンクタンク Hudson Institute https://www.hudson.org/
シンクタンク The Heritage Foundation https://www.heritage.org/
シンクタンク American Enterprise Institute https://www.aei.org/
シンクタンク Critical Threats Project https://www.criticalthreats.org/
シンクタンク The Stimson Center https://www.stimson.org/
シンクタンク Royal United Services Institute (RUSI) https://www.rusi.org/
シンクタンク Institute of Modern Russia https://imrussia.org/en/
シンクタンク Al Jazeera Centre for Studies https://studies.aljazeera.net/en
シンクタンク The Japan Institute of International Affairs https://www.jiia.or.jp/
シンクタンク TTCSP Global Go To Think Tank Index Reports https://repository.upenn.edu/think_tanks/
シンクタンク 国際情報ネットワークIINA 笹川平和財団 https://www.spf.org/iina/
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情報収集と参考情報(3)
メディアは特に偏りがあるため、ロシア
系や独立系からも情報を収集する

メディア Voice of America https://www.voanews.com/
メディア CNN International https://edition.cnn.com/
メディア Financial Times https://www.ft.com/war-in-ukraine
メディア The Economist https://www.economist.com/ukraine-crisis
メディア Newsweek https://www.newsweek.com/
メディア BBC https://www.bbc.com/
メディア Agence France-Presse https://www.afp.com/
メディア クーリエ・ジャポン https://courrier.jp/
メディア Ukraine Crisis Media Center https://uacrisis.org/
メディア LB.ua https://en.lb.ua/
メディア National News Agency of Ukraine https://www.ukrinform.net/
メディア SPUTNIK https://sputniknews.com/
メディア TASS https://tass.com/
メディア SouthFront https://southfront.org/
メディア Dilyana.bg https://dilyana.bg/
メディア Forbes https://forbesjapan.com/
メディア J-STAGE https://www.jstage.jst.go.jp/
メディア The Guardian https://www.theguardian.com/
メディア Al Jazeera https://www.aljazeera.com/
メディア openDemocracy https://www.opendemocracy.net/en/
メディア Business Insider Japan https://www.businessinsider.jp/
NGO World Jewish Congress https://www.worldjewishcongress.org/
NGO United States Holocaust Memorial Museum https://www.ushmm.org/
NGO Wikipedia, the free encyclopedia https://en.wikipedia.org/wiki/
NGO Open Society Foundations https://www.opensocietyfoundations.org/
NGO GeorgeSoros.com https://www.georgesoros.com/
NGO Amnesty International https://www.amnesty.org/
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世界の地政学

米国、中国、EU、ロシア、日本：軍事および経済の力関係と同盟・協力関係に注目

北大西洋条約 (NATO)

日米安全保障条約

台湾関係法

上海協力機構

集団安全保障条約

主要な非NATO同盟国

名目ＧＤＰ

世界貿易機関 (WTO) 
164カ国が加盟国際通貨基金 (IMF) 

189か国が加盟

米国・メキシコ・
カナダ協定

東南アジア諸国連合

環太平洋パートナーシッ
プ協定（未発効）

地域的な包括的経済連
携協定（未発効）

アジア開発銀行
（ADB）
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ロシアの地政学

対外的な侵略の方向性は少なく、国内の政治経済の維持、自衛・防衛では現実的、ガス等の天
然資源、核兵器を含む軍事力と連携したサイバー攻撃が武器
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ソビエト連邦構成共和国と独立国家共同体（CIS）

1.ロシア、2.ウクライナ、3.白ロシア（ベラルーシ）、4.ウズベク、5.カザフ、6.グルジア、7.アゼルバ
イジャン、8.リトアニア、9.モルダビア、10.ラトビア、11.キルギス、12.タジク、13.アルメニア、14.
トルクメン、15.エストニア



2014年 クリミア危機（ロシアのクリミア侵攻）
•クリミア半島の帰属を巡ってロシ
アとウクライナの間に生じた政治
危機で現在も進行中
•ウクライナの政権交代（2014年
ウクライナ騒乱）の後に、クリミ
ア共和国の成立とロシアへの編入
が行われた
•背景には、2005年から続くロシ
ア・ウクライナ間の天然ガス紛争
もある
•非軍事的な手段の限界と判断され
ると、軍事力が行使される
•これまでの経験を踏まえて、ロシ
アが影響工作を中心とする情報戦
が展開され、世界初の本格的なハ
イブリット戦と位置付けられる

www.jeeadis.jp
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写真：ウィキペディア 

参考： Brandishing the Cybered Bear: Information War and the RussiaUkraine Conflict  https://scholarcommons.usf.edu/cgi/viewcontent.cgi?article=1001&context=mca など



クリミア危機におけるハイブリット攻撃
•ウクライナとの緊張関係があった
ロシア側の事前の周到な準備
•ウクライナ国内の通信インフラ機
器の大半はロシア製で、バックド
アが仕掛けられていた（サプライ
チェーンリスク）
•2012年頃から情報戦を展開、ウ
クライナ国内のウェブサイトを改
ざん、ボットや人海戦術で偽情報
を流布、国内の対立・騒乱を扇動
•情報戦はクリミアやウクライナ国
内の親ロシア地域では効果を上げ
たが、ウクライナ全体の工作には
失敗し、軍事作戦を展開
•重要施設の占拠、通信拠点の無力
化（指揮通信能力の奪取）、親EU
議員の携帯やSNSへの攻撃など

参考： 現代戦争論―超「超限戦」- これが21世紀の戦いだ - 渡部 悦和、佐々木 孝博  https://www.wani.co.jp/event.php?id=6695
Hybrid CoE Paper 6: Deterring disinformation? Lessons from Lithuania’s countermeasures since 2014 
Russia’s Implementation of Hybrid Warfare: Estonia ('07), Georgia ('08), Crimea ('14) など

www.jeeadis.jp
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写真：記章がない武装した兵士
Anton Holoborodko (Антон Голобородько) – http://www.ex.ua/76677715, CC BY-SA 
3.0, https://commons.wikimedia.org/w/index.php?curid=31559793

情報戦：サイバースパイ活動、サイバー攻撃、戦略的コミュニ
ケーションなど。攻撃対象は、ウクライナだけでなく、ロシア
国内やEU、NATOも含む。

通信拠点の無力化：ISPは分散化されていたが、1つしかないイ
ンターネットエクスチェンジポイント（IXP）が狙われた



www.jeeadis.jp 13



出典：Wikipedia、ウクライナとロシア政府資料等から作成   国旗は日本外務省サイトより  参考：『ウクライナの歴史』(令和史料研究会 著) 

ウクライナとロシアの歴史

www.jeeadis.jp 14

9世紀後半-13世
紀半ば

キエフ大公国
（ルーシ）

東スラブ人のオレグ（後のキエフ大公）がキエフでキエフ大公国を建国、ウラジーミル1世が、東
ローマ帝国から東西教会分裂以後に正教会となる東方のキリスト教とギリシャ文化を受容

ハールィチ公国とヴォルィーニ公国が合併して新しい大公国に（現在の西ウクライナが中心）

モンゴルの侵攻を受け、キエフ大公国が崩壊し、地域分裂

14世紀-17世紀
初め

モスクワ大公国
（ロシア・ツァー
リ国）
クリミア・ハン国
コサック

地域分裂したルーシ諸公国のモスクワ公が、15世紀にルーシを統一

15世紀半ば、クリミア半島にいたチンギス・ハーン子孫の王族が、クリミア・ハン国を建国

15世紀後半、ウクライナ中南部の草原地帯でコサック（地域共同体）が発祥、傭兵としてポーラン
ド・リトアニア共和国やロシア・ツァーリ国に参加

17世紀初め、ロシア正教会のツァーリ（皇帝）派と、ローマ・カトリック（ポーランド・リトアニ
ア共和国）の民主派が争い、皇帝派が勝利

17世紀初め-20
世紀初め

ロシア帝国
クリミア・ハン国
コサック

17世紀初め、ポーランドからモスクワを奪回し、ロマノフ朝が成立、18世紀前半に元老院と宗務院
がピョートル1世に皇帝の称号を贈り、ロシア帝国が成立

コサックは、独立維持のためロシアの保護を受けて、ポーランド王国、オスマン帝国、クリミア・ハ
ン国と戦闘

18世紀後半、クリミア・ハン国を滅ぼし、クリミア半島をロシアに併合

1905年、日露戦争で日本に敗北し、ポーツマス条約を締結、都市部の労働者を中心に社会主義運動
が高揚、ロシア革命によりロシア・ソビエト共和国を建国

1917年-1991
年 ソビエト連邦

ロシア帝国の崩壊後、ウクライナ民族主義者によりウクライナ中央議会が成立し、キエフを首都とす
るウクライナ人民共和国の樹立を宣言したが、ソビエト・ウクライナ戦争でソビエト共和国に敗北
ロシア、南コーカサス、ウクライナ、ベラルーシを統合したソビエト連邦が成立、レーニンの死後、
スターリンが政権を握り、独裁体制と計画経済体制を確立

ロシア、ベラルーシ、ウクライナのルーツは同じ、東スラブ人、キエフ大公国、正教会
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キエフ大公国とモスクワ大公国
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1648年の東欧



クリミア半島の歴史
•クリミア半島は、18世紀後半まで、
ロシアやウクライナとは民族も宗教も
異なる、全く別の国
•先住民であるトルコ系民族のクリミア
タタール人が多い、宗教はイスラム教
•15世紀半ば、クリミア半島にいたチ
ンギス・ハーン子孫の王族が、クリミ
ア・ハン国を建国
•クリミア半島南岸の諸港湾都市は、軍
事・経済の要衝となっており、古くか
ら争いが絶えない
•1783年にクリミア・ハン国をロシア
帝国が併合して以来、ロシアの領土
だったが、ソ連時代の1954年にフルシ
チョフ政権がクリミア州をウクライナ
SSRへ移管
•2001年調査では、クリミア住民の
80％以上がロシア語を母国語と
•2014年のクリミア侵攻により、クリ
ミア共和国が成立しロシアへ編入www.jeeadis.jp

17
地図：https://en.wikipedia.org/wiki/File:Crimean_Khanate_1600.gif 

1600年頃のクリミアハン国

ドニエプル川から始
まる北クリミア運河
は、クリミア半島の
重要な供給水路



出典：Wikipedia、ウクライナとロシア政府資料等から作成   国旗は日本外務省サイトより   参考：『ウクライナの歴史』(令和史料研究会 著) 

ソ連時代から独立まで
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1922/12/30 ロシア、ベラルーシ、ザカフカースとともに同盟条約によってソビエト連邦を結成、1923年からのウクライナ化政策でウ
クライナ民族主義が進む

1921-1922年
1932-1933年" ソ連の政策的な失敗により大飢饉が起こり、推定400-1000万人が犠牲に（ホロドモール）

1930年代 スターリンによる政治弾圧が激化・大規模化（大粛清）、ウクライナ社会主義ソビエト共和国はウクライナ・ソビエト社
会主義共和国に、西ウクライナはポーランド、ルーマニア、チェコスロバキアによって分割

1929-1950年代 オーストリアのウィーンでウクライナ民族主義者組織が結成、反ポーランド、反ソ連を掲げる反政府勢力として各地で抵
抗運動を展開、1950年代にソ連軍やポーランド政府によって制圧

1939年 ドイツのポーランド侵攻で第二次世界大戦が勃発、ソ連がポーランドに侵攻し、ポーランドを分割

1941/6/22 ドイツ軍がソ連へ侵攻し独ソ戦が開戦、主戦場となったウクライナの被害は甚大に、ソ連政府に反感を持つウクライナ人
がドイツ軍に協力するが、ドイツもウクライナの独立を承認せず弾圧

1942年 ドイツ軍がキエフやクリミア半島など、ウクライナの主要地域を占領

1943-44年 スターリングラード攻防戦でソ連軍がドイツ軍の侵攻を防衛、1944年8月までに西ウクライナをドイツ軍から奪還

1945/5/2 ソ連軍がドイツの首都ベルリンを陥落、5月8日にドイツ側の無条件降伏により独ソ戦が終結

1954年 フルシチョフ政権により、クリミア半島がロシアからウクライナに移管

1986/4/26 チェルノブイリ原子力発電所事故が発生し56名が死亡、1990年に原発を全廃したが、1993年に原発を再稼働

1980年代後半 ゴルバチョフ政権下の「ペレストロイカ」で政治体制の改革が進行

1990年 大勢のウクライナ人が手と手をつないで長い「人間の鎖」を実行、8月24日に最高会議がウクライナの独立を宣言

1991/12/25 ソビエト連邦共産党が解散、ゴルバチョフが辞任して、ソビエト連邦が解体、独立した新たな国家ウクライナが誕生

ウクライナの歴史は厳しく、反ソ連、反ドイツ、反ポーランドが複雑に絡み合っている
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独ソ戦の戦線（1941年6-12月）



スターリン時代のホロドモール（ウクライナ飢饉）
•1932-1933年にかけてソビエトウク
ライナで発生した大飢饉で、数百万人
のウクライナ人が死亡
•2006年以来、ウクライナやエストニ
アなど16か国が大量虐殺（ジェノサイ
ド）として認定
•スターリンの農業政策の失敗とされる
が、飢饉の原因が人為的であり、農業
集団化に強く抵抗したウクライナ人に
対する粛清の側面も
•ソ連政府は、各国や国際連盟からの支
援申し出を拒否、「存在しない飢饉へ
の救済は不要」と返答し、被害が拡大
•反ソ・反共感情が高まり、独ソ戦では
ナチスドイツの支配に協力したが、ナ
チスもスラヴ系諸民族の排除方針で、
反独となりウクライナ民族主義運動が
活発化（レジスタンス活動へ）

www.jeeadis.jp 20
写真：ウィキペディア  参考：Holodomor  https://en.wikipedia.org/wiki/Holodomor  など

飢饉により、ソ連時代のウクライナ全域で人口が減少

農村は疲弊し、路上には餓死者が



出典：Wikipedia、ウクライナとロシア政府資料等から作成   国旗は日本外務省サイトより   参考：『ウクライナの歴史』(令和史料研究会 著) 

現在までのウクライナ

www.jeeadis.jp 21

1991-1994年 クラフチュク初代大統領は、積極的なウクライナ化政策とロシア離れ政策を推進するが、経済危機に対処できず支持は失墜

1994-2005年 クチマ第2代大統領は、EUやNATOに加盟を表明し対米関係を強化、ロシアを牽制して西側諸国から多額の支援を獲得も、新
興財閥（オリガルヒ）と癒着し、強権化・集権化を進めたことで、西側との関係が悪化、再びロシアへ接近

2004年 バルト三国がNATOに加盟、ポーランド、スロバキアなど旧東欧8各国とバルト三国がEUに加盟

2004年10月 与党陣営のヤヌコーヴィチ首相が大統領に当選も、ユシチェンコ前首相（選挙運動中に暗殺未遂事件）の野党陣営が選挙不正
を主張、野党支持者によるデモや政府施設への包囲が続き、ウクライナ国内が混乱状態に（オレンジ革命）

2005-2010年 最高裁判所の裁定による再選挙でユシチェンコが第3代大統領に就任するが、政権内の争いによりティモシェンコ首相とも対
立、全閣僚の解任などで政治力や国民支持も低下、2010年の大統領選でヤヌコーヴィチに敗北

2010-2014年 新露派のヤヌコーヴィチ第4代大統領は、日本や中国を訪問、ロシア語を第二公用語に、2013年にEUとの政治・貿易協定の
調印を見送り、EU寄りの野党勢力が強く反発、大規模な反政府デモに発展し騒乱状態に（2014マイダン革命）

2014年 親米・反露・ウクライナ民族主義のトゥルチノフが大統領代行に就任、ロシア語の公用語を廃止し国内ロシア語圏が反発

2014年 2014年2-3月、ロシアがクリミア半島に侵攻しクリミアを併合

2014年 ウクライナ東部のドンバス地域（ドネツィク州とルハーンシク州）で、ロシアへの編入を求めて親ロシア派反政府組織（ドネ
ツク人民共和国、ルガンスク人民共和国）を設立、ウクライナ政府はテロ組織と認定、現在まで続くドンバス戦争に

2014-2019年

オレンジ革命やマイダン革命を財政面で支援したとされる、ウクライナ有数の富豪であるポロシェンコ第5代大統領は、EUウ
クライナ連合協定に署名しEU加盟を積極的に推進、ナショナリズム、包括的資本主義、脱共産化、地方分権化などを促進、
2019年に選挙でロシアとの関係正常化を訴えるゼレンスキーに敗北、2021年には親露派のオリガルヒと共に国家反逆罪、テ
ロ組織支援、テロへの資金提供で告発される

2019-2022年 ウクライナ社会に強い不満を持つ青年層や労働者層を中心に支持されるゼレンスキー第6代大統領は、当初は新ヨーロッパ・
親ロシアであったが、途中で方針転換しロシアとの関係が悪化、2022年2月にロシアがウクライナへ侵攻

一貫しない政治・政策、進まない民主化、無くならない汚職と紛争、低迷する経済
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2004年のウクライナ大統領選挙
ヤヌコーヴィチ

ユシチェンコ
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2010年のウクライナ大統領選挙
ヤヌコーヴィチ

ユシチェンコ
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2014年のウクライナ大統領選挙
ポロシェンコ

ティモシェンコ
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2019年のウクライナ大統領選挙（１）
ポロシェンコ

ゼレンスキー

ティモシェンコ

ボイコ15.95％

30.24％
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2019年のウクライナ大統領選挙（２）
ポロシェンコ

ゼレンスキー

73.22％

24.45％

システムを壊す

軍隊、信仰
言語

大多数の国民が、
反ロシアでも反
欧米でもない、
日常の平和と新
しい国の発展に
期待して投票
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ウクライナの歴代大統領

初代 第2代 第3代 第4代 代行 第5代 第6代

1991-1994 1994-2005 2005-2010 2010-2014 2014 2014-2019 2019-2022

レオニード
クラフチュク

レオニード
クチマ

ヴィクトル
ユシチェンコ

ヴィクトル
ヤヌコーヴィチ

オレクサンドル
トゥルチノフ

ペトロ
ポロシェンコ

ウォロディミル
ゼレンスキー

社会民主党
（中道左派） 無所属 我らがウクライナ

（中道右派）
地域党

（中道）
人民戦線

（中道右派・右翼）
ヨーロッパの連帯

（中道右派）
国民の僕

（中道左派）

新欧米 新欧米
（親ロシアへ） 新欧米 親ロシア 新欧米 新欧米

親ロシア
新欧米

（反ロシアへ）

ウクライナ化
ロシア離れ
経済危機

リスボン議定書

対米関係強化
経済改革

オリガルヒ癒着
イラク侵攻参加

中央銀行総裁
オレンジ革命
再選挙当選
政権内争い

ロシア語公用化
マイダン革命
ロシアに亡命

SBU長官
ロシア語廃止
クリミア侵攻

ドンバス戦争
ミンスク合意

大富豪
国家反逆罪で告発

e-ポピュリスト
ミンスク合意反故

ドローン攻撃
ロシアの侵攻

国民は、ロシアとの戦争にうんざりし、ヨーロッパで幻滅し、経済の衰退を確信



出典：Wikipedia、ウクライナとロシア政府資料等から作成   国旗は日本外務省サイトより   

ゼレンスキー政権の歩み
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2015-2019年 テレビシリーズ「国民の僕」でウクライナ大統領を演じて人気者に、2018年12月大統領選の立候補を宣言

2019年4月 決選投票で73％（投票率62％）を獲得し、ポロシェンコに勝利、第6代大統領に

2019年5月 ゼレンスキー政権が発足、極右系のアバコフ内務大臣を留任、オリガルヒの個人弁護士ボーガンを大統領府長官に任命

2019年5月 ウクライナ危機メディアセンター（UCMC）が、共同声明で「交差してはならない赤い線」のリストを提示

2019年11月 経済低迷やガス料金の高騰などを受けて、就任直後は70％超だった支持率が低下

2019年12月 独仏首脳を交えてプーチン氏と会談、ミンスク停戦合意の年内履行と部隊の追加撤収で両国が一致、民族派が猛反発

2020年2月 検閲・規制を強化するメディア法改正案を提出、翌年に野党が所有する3つのテレビ局を閉鎖、EUは批判

2021年6月 新興財閥（オリガルヒ）の公的登録簿を作成し、国有企業の民営化への参加を禁止、大統領に権力が集中

2021年8月 南部クリミア半島の奪還を求めるクリミア・プラットフォームを発足、ロシアに対する国際制裁の拡大と強化へ

2021年10月 ゼレンスキー大統領の租税回避が「パンドラ文書」で判明、支持率が30%代まで低下

2021年10月 東部の紛争地域で親ロシア派武装勢力にトルコ製ドローンで攻撃、年内に50機のドローン追加購入の計画を発表

2022年1月 ゼレンスキー大統領が、ロシア侵攻の危機を否定（差し迫ったものと確信していない）

2022年2月 2022年2月からウクライナ国内での攻撃ドローン生産をトルコ側と合意

2022年2月 ロシアとベラルーシが、合同軍事演習のためウクライナ国境付近に10万人規模の部隊を集結

2022年2月21日 ロシアが、ウクライナ親ロシア派実効支配地域の独立を承認

2022年2月24日 ロシアが、ウクライナへの侵攻を開始

支持率の低下と共に反ロシアへ、メディア規制等で大統領の権限を強化
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ゼレンスキー大統領 支持率の推移

就任後は支持率が低下、方針転換するも更に低迷、ロシア侵攻後の情報発信で91%に



親欧米派

積極的民主化

国民
平和・紛争解決

独自の開発経路

極右

民族主義

ゼレンスキー大統領の憂鬱

www.jeeadis.jp
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オリガルヒ
既得権益層
組織犯罪

米バイデン政権
軍産複合体

エネルギー利権
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ウクライナ 基本情報

エストニア ウクライナ

公用語 エストニア語 ウクライナ語

首都 タリン キエフ（キーウ）

面積 （km2） 4.5万 60.3万

人口 132万 4,370万

人口密度（/km2） 28  75.5

GDP（米ドル） 303億ドル 5450億ドル

平均寿命（歳） 79（女82、男74） 73（女78、男68）

出生率 1.6 1.2
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ウクライナと周辺国
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ウクライナの民族

ウクライナ人（78％）、ロシア人（17％）、地域によってはロシア人が多い
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ウクライナの言語（家庭で話す言語）

憲法上の公用語はウクライナ語、2012年8月に地域言語法を制定
2014年2月のマイダン革命で法律を廃止（後に違憲判決）、国内外から批判
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ウクライナ語とロシア語の流暢さ

ほとんどのネイティブウクライナ語話者は、第二言語としてロシア語ができる
ウクライナ化政策やウクライナ語の義務教育で、ウクライナ語能力が上昇



ウクライナ 指標の比較
ウクライナ ロシア エストニア ジョージア

１人当たり名目
GDP（IMF） 3,741（120位） 10,115（66位） 23,036（39位） 4,275（110位）

電子政府指数
（国連） 0.7119（69位） 0.8244（36位） 0.9473（3位） 0.7174（65位）

腐敗認識指数 32（122位） 29（136位） 74（13位） 55（45位）

報道自由度 32.96（97位） 48.71（150位） 15.25（15位） 28.64（60位）

所得格差（国連
ジニ指数）

25 37.7 32.7 37.9
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ウクライナの国民は等しく貧しい
電子政府の水準は、地域の平均以下（IT技術は高く、IT企業は有望）
官民の腐敗・汚職は根深く、政治が信頼されない
報道の自由は限定的で、政府がメディアを検閲・規制
高い教育水準と優秀なIT人材、世界有数の穀倉地帯、重要パイプライン網な
ど、高いポテンシャルと豊富な資源が活かされていない



2008年 南オセチア戦争（ロシア-グルジア戦争）
•事実上独立していたオセチア地区にグ
ルジア軍（現ジョージア）が大規模な
軍事攻撃を行い、これにロシア軍が対
抗
•21世紀最初のヨーロッパの戦争と言
われ、陸海空で戦闘が展開、ロシア側
が勝利し、グルジアはロシアと断交
•ロシア側は、物理攻撃の開始前に政府
やニュースサイトにサイバー攻撃を実
施（ウェブサイト乗っ取り、DDoS攻
撃、トラフィックのブロックや転送な
ど）、グルジアも応戦
•従来の戦闘領域（陸海空、宇宙）の主
要な戦闘行動と同期した協調的なサイ
バースペース領域攻撃の最初のケース
とされる

参考：Cyberattacks during the Russo-Georgian War  https://en.wikipedia.org/wiki/Cyberattacks_during_the_Russo-Georgian_War
The Russo-Georgian War 2008: The Role of the cyber attacks in the conflict  https://www.afcea.org/committees/cyber/documents/TheRusso-GeorgianWar2008.pdf など

www.jeeadis.jp 38写真：ウィキペディア、エストニア国防省



南オセチア戦争の影響:ジョージアの発展
•南オセチア地区へのグルジア軍の大規
模軍事攻撃を受けて、ロシアが軍を派
遣、領内を爆撃
•グルジア軍は撤退するが、ロシア軍が
追撃し、一部の都市を占領
•ジョージアがアブハジアおよび南オセ
チアの一部にあった支配権を喪失した
が、全土の侵略は無し
•戦争は短期間で終了（5日間戦争）し、
国土や軍隊の被害は最小限、民間人の
犠牲者は推定1000名前後
•ロシアが南オセチアとアブハジアの独
立を承認、2か月後にロシア軍はジョー
ジアから完全撤退
•ロシアと断交したジョージアは、順調
に経済成長を続け、腐敗も大幅に減少
（2006年130位、2008年67位、2010年
73位、2012年51位、2021年45位）
•ウクライナの将来のヒントにならないか？

www.jeeadis.jp
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グラフ：Data Commons



ウクライナに必要な社会の寛容性
•2011年からのアラブ諸国の民主化の
波は、4国で独裁政権の崩壊があったが、
さらなる政府による弾圧や内戦をもた
らしている
•ウクライナは、ソ連から解放されたこ
とで、形式的には独裁体制から議会制
民主主義（共和制）へ移行している
•他方、民主化に必要な社会の寛容性は
低下しており、官民の腐敗や極右組織
の政治や軍への関与が進んでいる
•ウクライナの背後では、欧米、ロシア、
中国等の情報戦があり、今も東西冷戦
が終わっていない
•社会的緊張を低減する政府の能力の欠
如は深刻で、国内紛争や今回のロシア
による侵攻の要因となっている
•過度な外国の干渉と暴力による民主化
は成功しない、平和で寛容性を伴うウ
クライナ国民による民主化が望ましい

www.jeeadis.jp 40
参考：「民主化の波」の成功と失敗──東欧諸国とアラブ諸国の比較試論（放送大学研究年報）
https://ouj.repo.nii.ac.jp/?action=pages_view_main&active_action=repository_view_main_item_detail&item_id=8510&item_no=1&page_id=13&block_id=17

Inside A White Supremacist Militia in Ukraine （TIME）
https://www.youtube.com/watch?v=fy910FG46C4&t=144s

War in Donbas （ウィキペディア）
https://en.wikipedia.org/wiki/War_in_Donbas



プーチン大統領の思想と行動
•元KGBで、情報機関と軍部に深いつ
ながり、多数の暗殺と関係
•理想（帝政ロシア）と現実（ロシアの
国力）を分ける、徹底した合理主義
•敬虔なロシア正教徒で、民族主義的傾
向があるが、ユダヤとの関係も尊重
（ユダヤ系オリガルヒとの対抗）
•個人資産は推計22兆円、自身に反す
るオリガルヒを一掃し、特定のオリガ
ルヒと癒着（世界有数の腐敗国）
•チェチェン紛争、グルジア戦争、クリ
ミア侵攻など、軍事行動に躊躇しない
•欧米的な価値観の押しつけ（コソボ紛
争）を嫌い、ユーラシア大陸に軸を移
し、世界秩序の多極化を目指す
•2014年8月以降は、ノヴォロシア
（ニューロシア連邦州）の言及なし

www.jeeadis.jp

41
参考：『ウクライナの歴史』(令和史料研究会 著)  プーチン大統領の論文「ロシア人とウクライナ人の歴史的一体性について」 など
写真：プーチン大統領演説　2022年2月24日 https://www3.nhk.or.jp/news/html/20220304/k10013513641000.html
ロシアの主席ラビ https://en.wikipedia.org/wiki/Chief_Rabbi_of_Russia  
プーチン氏の戦争、背後に「ロシア世界」思想 https://jp.wsj.com/articles/russian-world-is-the-civil-religion-behind-putins-war-11647578113

2000年以来、ロシアの首
席ラビを務めるベレル・ラ
ザル氏とプーチン

ロシア正教の指導者、モ
スクワ総主教のキリル1
世は、プーチンのウクラ
イナ侵攻を支持



ドゥーギンとネオ・ユーラシア主義
•ロシアの思想家・政治アナリストで、
ユーラシア大陸を支配する全体主義ロ
シア帝国を訴える（ネオユーラシア主
義）
•自由主義と欧米による覇権を嫌い、ロ
シアによるクリミア併合やドンバス戦
争の思想に関与、軍部への影響力も大
きい
•プーチンとは共通する部分も多いが、
より急進的なため一部で対立、ウクラ
イナ政府からも強く警戒されている
•親ロシアの分離主義勢力と定期的に接
触し、欧州の極右および極左政党とも
関係を構築

www.jeeadis.jp

42参考：Are the Kremlin Hardliners Winning?  https://imrussia.org/en/analysis/world/2041-are-the-kremlin-hardliners-winning
ドゥーギン 2014年5月の発言   https://www.nakanune.ru/news/2014/5/21/22353563/
写真：Aleksandr Dugin  https://en.wikipedia.org/wiki/Aleksandr_Dugin

ドゥーギンの思想を背景
として、親ロシア派の分
離主義勢力は、独立運動
によって地域を拡大しノ
ヴォロシア人民共和国連
邦の成立を目指した

アレクサンドル・ドゥーギン
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ウクライナの軍事産業と武器輸出
•ICBMや空母の製造など、ソ連の防衛
生産の30％、防衛科学研究の40％をウ
クライナが担当
•ソ連解体後は、武器や技術が海外に流
出、北朝鮮と中国へ、ミサイルや空母
等が流出したと報道
•現在の防衛産業は、130社を超える国
営の複合企業体ウクロボロンプロムを
中心に組織、100万人以上を雇用、国
有化にロシアが警戒
•2012年に世界第4位の武器輸出国に
なるが、2014年からドンバス戦争で国
内需要が急拡大
•毎年キエフで見本市「Arms and 
Security」を開催（2022年は9月を予
定）、ドンバス戦争8年間の経験とアッ
プグレードを宣伝

www.jeeadis.jp
44

参考：ウクライナの防衛産業  ウクライナの防衛産業https://en.wikipedia.org/wiki/Defense_industry_of_Ukraine
写真：Arms and Security  https://arms-security.com.ua/



ウクライナの原発と核兵器
•ソ連の防衛生産を担い、軍事上の重要
拠点も多く、ソ連の核兵器の約3分の1
を保有
•ソ連解体後、ロシア軍がクリミア半島
から核兵器と輸送システムを撤去
•1994年12月、非核兵器国としての核
兵器不拡散条約に署名（ブダペスト覚
書）
•2014年のクリミア侵攻後、ロシアが
クリミア半島に爆撃機や弾道ミサイル
など核対応兵器を再配備
•国内に15基の原子炉を備えた4つの原
子力発電所を運営、原子力にエネル
ギーの20％以上を依存
•国内に核開発技術やミサイルの先端技
術を持ち、ウランの生産量も多く、核
兵器製造能力の可能性は否定できない

www.jeeadis.jp
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出典：Nuclear weapons and Ukraine https://en.wikipedia.org/wiki/Nuclear_weapons_and_Ukraine
Nuclear power in Ukraine  https://en.wikipedia.org/wiki/Nuclear_power_in_Ukraine

ソ連時代の核兵器基地（旧第43ロケット軍師団）

ウクライナの原発：●稼働中  ●閉鎖  ●未完成



ウクライナの生物兵器と化学兵器
•ソ連時代からの生物兵器や化学兵器の
研究施設や工場は、ウクライナに存在
していない
•2005年の米国（国防総省）とウクラ
イナ政府間の合意文書により、国内の
研究施設等に「生物兵器の開発に使用
できる技術、病原体、専門家」を保有
していることが確認できる
•対象施設として、中央ウクライナ科学
研究所（オデッサ）、疫学衛生科学研
究所（リヴィブ）、衛生疫学ステー
ション（キエフ）など
•ソ連と同様に、米国にも生物化学兵器
計画が1972年まで存在し、現在も生物
学的防衛プログラムを実施中のため、
ロシアが主張する「ウクライナにおけ
る生物兵器開発プログラム」の可能性
は否定できない
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United States biological weapons program  https://en.wikipedia.org/wiki/United_States_biological_weapons_program
TREATIES AND OTHER INTERNATIONAL ACTS SERIES 05-829  https://state.gov/.../2019/02/05-829-Ukraine-Weapons.pdf

米国とウクライナ政府間の
生物兵器の開発に関する技術等の拡散防止に

関する合意（2005年 キエフ）



ウクライナの民主化運動と革命の影響
•コサックの時代から、独立や民主化の
ために権力者に抵抗し、制圧されて、
保護を受けるという歴史を繰り返す
•2004年末のオレンジ革命で親ロシア
派の大統領を追い出すが、再選挙で選
出した大統領と首相が仲間割れ
•2014年2月のマイダン革命でも親ロ
シア派の大統領を追い出すが、政府側
（ウクライナ特別警察）と反政府側
（右派セクター等）双方の暴力がエス
カレートして、多数の民間人が犠牲に
•反政府側に敗れた親ロシア派の武装勢
力が、クリミア半島やドンバス地方
（東部2州）を実効支配して独立を宣言、
ロシアのクリミア侵攻と2022ウクライ
ナ侵攻につながるドンバス戦争に発展
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写真：ウィキペディア

多くの犠牲者と暴力の連鎖を生んだマイダン革命

マイダン革命は、オバマ政権とソロス財
団、オリガルヒ（ユダヤ系）が支援
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ウクライナ東部の分離とミンスク合意

ミンスク合意を両者が履行せず、争いが2020年頃から再び激化

ウクライナ、ロシア連邦、ドネ
ツク人民共和国、ルガンスク人
民共和国が、ミンスク議定書
（2014年9月5日）を調印
欧州安全保障協力機構（OSCE）
の支援を受けて、ドンバス地域
における戦闘停止や分離地域の
自治権を合意
休戦の失敗を受けて、独仏の仲
介でミンスク2（2015年2月11
日）を調印
両者の戦闘は収まらず、自治権
の付与も無いまま、2021年10
月にウクライナ軍が分離地域に
トルコ製ドローンで攻撃、2022
年2月にロシアが侵攻開始
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ドンバス戦争における民間人の犠牲
ウクライナ東部のドンバス地区にお
ける、ウクライナ政府と親ロシア派
反政府勢力との紛争による民間人の
犠牲者については、国際機関が報告
書を公表
2016年3月の国連人権高等弁務官の
報告書では、ウクライナ軍および反
政府勢力の双方に捕虜に対する簿
力・虐待行為があり、政府側のアゾ
フ大隊による市民に対する略奪行為
についても記述
2020年11月の欧州安全保障協力機
構の報告書では、親ロシア派地域の
方が民間人犠牲者が多くなっている
死傷原因で最も多いのが、人口が密
集する市街地での砲撃で、地雷や不
発弾による死亡も多い（民間人の犠
牲を想定した無差別攻撃）



NATOとウクライナ軍の関係
•ウクライナ軍は、1997年からNATO
のGUAM組織メンバー、平和のための
パートナーシップで多国籍軍事演習に
定期的に参加、バルカン半島の平和維
持活動等にも積極的に関与
•ウクライナ内務省管轄の国家親衛隊
（アゾフ連隊）など、NATO経由で世
界の特殊部隊から軍事訓練、武器や資
金も提供、通信やサイバー防衛など軍
を近代化
•NATOは、1999年コソボ紛争、
2011年リビア内戦など非加盟国の紛争
に介入し、空爆等（クラスター爆弾の
使用）により多くの民間人が犠牲に
•2014年12月、ウクライナ議会がウク
ライナ非同盟の地位を放棄、2019年に
憲法改正し、ロシアが厳しく非難
•2021年6月、ウクライナとNATO軍
が、黒海で合同海軍訓練を実施
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写真：ウィキペディア  参考：Ukraine–NATO relations  https://en.wikipedia.org/wiki/Ukraine%E2%80%93NATO_relations  などお

米陸軍第3歩兵師団による軍事訓練（2016）

2022ウクライナ侵攻では、武器提供に加えて、
衛星写真の提供（米国欧州軍の軍事インテリジェ
ンス分析センター）など、ウクライナ軍の目や耳
になっている（実質的には、ウクライナ・NATO
軍 対 ロシア軍）



ウクライナの民族主義とネオナチ
•ウクライナの民族主義・ナショナリズ
ムの歴史は古く、中世のキエフ大公国
や、17世紀のポーランド・リトアニア
連邦に対するコサック蜂起など
•1933年に大量の餓死者を出したホロ
ドモールの背景には、スターリンのウ
クライナ民族主義に対する危機感が
•ウクライナ民族主義者組織（OUN）
のウクライナ蜂起軍（UPA）がナチス
ドイツと結託し、リヴィウ市でユダヤ
人を虐殺（リヴィウポグロム1941）
•1943年には、東ガリシアでポーラン
ド人に対する民族浄化作戦を実行
•第二次世界大戦後は、UPAがソ連や
ポーランド政府軍と戦闘（米国CIAが
支援）するも、1950年代半ばにソ連に
よって壊滅
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写真：ウィキペディア  参考：Ukrainian nationalism  https://en.wikipedia.org/wiki/Ukrainian_nationalism  など

バンデラが率いるウクライナ民族主義者組織
は、1994年には最大30万人規模にまで拡大

リヴィウポグロムでは、ナチスや民族主義者に
加えて、一般市民もユダヤ人を虐待



ネオナチとウクライナ軍・政府の関係
•ウクライナ民族主義者を米国CIAが支
援する関係は冷戦後も継続、ウクライ
ナ政権の民主化・欧米化運動に関与
•2014年のマイダン革命で右派セク
ター（極右団体・準軍事組織）、その
後のドンバス戦争でアゾフ大隊（後に
国家親衛隊に昇格）が活躍し、表の政
治舞台にも参加
•民族主義を掲げる11の政党は少数派
で、その影響力は大きくないが、アゾ
フ大隊が正規軍のアゾフ連隊となり規
模も資金も影響力も拡大、大統領もコ
ントロールできない存在に
•ウクライナのネオナチや民族主義は、
純粋にナチズムを継承するものではな
く、白人至上主義や人種差別、反ロシ
ア・反欧米などが混在するが、ウクラ
イナ民族主義者組織（OUN）の流れを
受けている
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写真：ウィキペディア  参考：Ukrainian nationalism  https://en.wikipedia.org/wiki/Ukrainian_nationalism  など

マイダン革命における右派セクター活動家

極右政党の「国軍」は、2016
年にアゾフ大隊の退役軍人らが
設立、国家元首の役割拡大を提
唱し、ロシアとの断交を主張、
2019年の選挙で2.15％を獲得
したが、議席は獲得できず

※アゾフ大隊は、ウクライナ南
東部のザポリージャ州の港湾都
市で、白人至上主義者によって
結成されたアゾフ大隊の初代指揮官

アンドリー・ビレツキー
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現在の戦況（2022年3月25日と15日）

ロシア、軍事作戦の第1段階ほぼ完了　ロ軍死者1351人＝国防省  ロイター 3/25(金)
欧米や日本の報道では、ロシア側の苦戦を伝えるものが多い
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過去の戦況（2022年3月1日と15日）

ロシア国境付近の北部と南東部におけるロシア支配が少し拡大
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過去の戦況（2022年2月25日と3月1日）

ロシアの侵攻開始（24日）直後から、北部・北東部のロシア支配が広がり、
南部ではクリミア半島を北上する形で拡大



ウクライナ侵攻におけるロシアの狙い

•米国バイデン大統領が、「米軍のウクライナ派兵は検討してい
ない」と発言（2021年12月8日）

•侵攻の直前になっても、事前にロシア軍の配備状況が米国の情
報機関から発表されていたのに、ゼレンスキー大統領は「危機は
差し迫ったものではない」と記者会見（2022年1月28日）

•キエフやハリコフなど北部の国境が簡単に突破され、空港がロ
シア軍に占拠された

•複数の主要都市を侵攻・占領するためには、ロシア側の人員は
全然足りない

•ロシアの作戦の狙いは、本当に「キエフ侵攻の電撃作戦」だっ
たのか、それが本当に失敗したのか？

•楽観的な戦況の分析ではなく、ロシアとプーチンの脅威を過小
評価することなく、より現実的な分析を行うべきではないか？
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ロシアの狙いは都市の占領ではない？

•戦争は、「武力による決定」である

•目的の達成により、戦争は終了する

•首都の陥落は、戦争の終了を意味しない

•目的達成の手段は３つ

•敵戦力の撃滅、講和条約の締結、防御

•これまで防御に徹していたロシアが、敢えて、多大
なリスクを伴う攻撃に転じた

•「敵戦力の撃滅」がロシアの狙いと考える、戦況の
見方が変わる
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ウクライナ軍の変化（2014年からの進化）

•通信やサイバー防衛などの近代化が進んだ

•軍隊の規模、武器、兵士の能力なども向上した

•その一方で

•攻撃することに慣れてしまった

•ドンバス戦争のアプローチを2018年に変更した

•テロ対策作戦（ATO）から、合同軍作戦（JFO）へ
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戦術レベルでのウクライナ軍によって達成された印象的な結果とロシアによって支えられ
た莫大な損失の強調は、作戦レベルの戦争への焦点を犠牲にしてもたらされた可能性があ
る。 英国王立防衛安全保障研究所  シドハース・カウシャル博士（2022年3月14日）



2018年 ウクライナの合同軍作戦（JFO）
•2018年、親ロシア派ドンバス地域に
対するウクライナの新しい軍事的アプ
ローチが開始
•2014年からのテロ対策作戦（ATO）
から、合同軍作戦（JFO）に変更
•ドンバス戦争の所管がウクライナ保安
庁（SBU、旧KGB）から、ウクライナ
軍へ移行し、国内武装勢力対テロ対策
から総合的な対ロシア軍事作戦（積極
的な防衛、占領地の回復）へ
•JFOは、ドネツクとルハンシク地域か
らアゾフ海岸まで（ウクライナ東部全
域）をカバー、司令官はドニプロに本
部を置く東部作戦司令部（陸軍）の
SerhiyNayev中尉
•陸軍を中心とした地上部隊に加えて、
空中機動部隊、空軍ミサイル連隊、領
土防衛隊など、主要な地上戦闘部隊が
ウクライナ東部へ集結
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JFO司令官：Serhiy Nayev中尉  
写真 www.ukrinform.net

ドネツク、ルハンシク、ドニプロペトロフスク、ザポ
リージャ、ハリコフ州の東部全域をJFOが管理
写真：Ukraine Crisis Media Center
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2022年3月16日の戦況の分析

ロシアの作戦は、2/24当初からキエフ陥落を目指した電撃作戦ではなく、ウクラ
イナ東部に集中した敵戦力の撃滅を目指した中長期の作戦と仮定した場合
※今回の作戦は2018年から検討されてきた可能性が高い

A

C D

E

BF

G

A：形式的なキエフ侵攻によ
り、東部への援軍派遣や補
給を抑止
B：主要な道路と鉄道の要所
を抑え、補給経路を遮断
C：JFO本部のドニプロ
D：JFOの主要部隊を集中攻
撃、ロシア軍への補給はロ
シア国境側から安全確保、
退却するウクライナ軍を確
実に追撃
E：マリウポリへ退却するア
ゾフ連隊をロシア軍が追撃、
市街地のゲリラ戦により民
間人が犠牲に、対ゲリラ戦
を得意とするチェチェン部
隊を投入
F：西側の武器支援拠点（イ
ヴァーノ＝フランキーウシ
ク、リヴィウ）を、極超音
速ミサイルで破壊
G：ウクライナ海軍基地や造
船所を持つ重要拠点のムィ
コラーイウを攻撃

※NATO関連組織、ロシアとウクライナを含
む各国政府の軍・情報機関、世界の軍事シン
クタンク、メディア等の公開情報から分析
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2022年3月25日の戦況の分析
A：形式的なキエフ侵攻によ
るウクライナ政府へのプ
レッシャーは継続
B：主要な道路と鉄道に加え
て、全ての空港を管理下に
置き制空権を支配、西部へ
逃走するアゾフ連隊員等を
検問で確保
C：JFO本部ドニプロへの進
撃が進みつつある
D：JFOの残存部隊への追撃
が継続中
E：チェチェン部隊がマリウ
ポリ市庁舎を制圧、アゾフ
連隊がほぼ壊滅
F：西側の支援拠点は、依然
として東部へ補給できず
G：ウクライナ海軍基地の
ムィコラーイウでの戦闘が
継続

ロシアの作戦目的である「敵戦力の撃滅」が進むほどに、停戦（講和条約の締結）
の可能性が高くなっていく（ロシア国民への説明責任も果たしやすい）

A

B C D

E

F

G
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2022年3月25日の戦況 

• 3月25日、ラムザン・カディロフが率いるチェチェン部隊「カディロフ
ツィ」が、マリウポリ市庁舎を制圧したと発表

• 同日、米国国防総省が、「ロシアの活動はキエフよりもドンバスに焦点を
当てている」と発表

ラムザン・カディロフ

アメリカ国防総省発表の資料より
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エストニア 侵攻前の対応

エストニアへの直接的な軍事的脅威はないが、全ての人と組織は、ウクライナ
での軍事行動によって引き起こされる危機に備える必要がある
エストニアの情報機関が「エストニアにおける国際安全保障環境2022」を公
開し、ロシアによるウクライナへの侵攻の可能性を分析

International Security and Estonia 2022 より

2月3日の閣議でカラス首相は、「戦争難民の
急増、深刻化するエネルギー危機、サイバー
攻撃、そしてより広範な経済的および社会的
影響に備える必要がある」
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エストニア 侵攻後の対応（情報発信）

自律的な電力供給を備えたガソリンスタンドのマップ

•危機管理サイト「Ｋriis.ee」で、
ウクライナ危機に関する情報を一
元化して、国民やウクライナ市民
に提供
•ウクライナへの支援、難民の受け
入れ、起こりうる危機への対応な
どの情報を発信
•起こりうる危機への準備として、
国や家庭内の備蓄管理、カード決
済の停止に備えた現金の確保、サ
イバーセキュリティなど
•24時間対応のメンタル電話相談
受付を、ロシア語と英語で提供

ウクライナを支援する寄付電話回線をオープン
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エストニア 侵攻後の対応（難民受入れ）
•3月11日から、警察国境警備局
（PPA）が、大量移民の緊急事態
に対処するための計画を導入
•ウクライナ難民を受け入れる手続
きは、速やかに簡素化
•2022年3月25日現在までに、
23,000人以上のウクライナの戦争
難民を受け入れ
•3月28日にはタルトゥに受付ポイ
ントを増設する予定（17日にパル
ヌに一つ開設済み）
•受付では、個人識別コードと、必
要に応じて一時滞在許可証（短期
雇用）を発行し、応急処置も行う
•その後、エストニア南部の一時的
な宿泊施設へ移動

エストニアに来た戦争難民のほとんどは、親戚や友人
の家へ行き、3分の1だけが国の宿泊施設を利用

約330万人のウクライナ人がEU加盟国へ避難、ポー
ランドの200万人が最多

難民の大多数は女性と子供で、子供だけで難民の約半
分を占める、人身売買の犠牲にならないようにするこ
とが重要と、欧州委員会委員のイルバ・ヨハンソン氏
は指摘



www.jeeadis.jp 69

エストニア 侵攻後の対応（軍事）

NATO国防相会議で東欧の防衛強化を要請

•3月22日までに、EUはウクライナに
5億ユーロの軍事援助を提供、さらに5
億ユーロ増やす予定
•エストニアは2億2000万ユーロ相当
の軍事援助、大量の個人用保護具、医
薬品、食糧援助をウクライナに寄付
•エストニア政府は、ウクライナが希望
するEU加盟候補国の地位の付与を支持
•3月5日、NATOサイバー防衛協力セ
ンター（CCDCOE）の貢献メンバーに
ウクライナが追加
•3月24日の政府閣議で、国防強化に4
億7600万ユーロ、危機的状況に対処す
る社会の能力に8600万ユーロの割り当
てを承認（毎年の国防予算はGDP2％
が目安）

国防情報センターが、ウクライナの状況を毎日報告
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エストニア 侵攻後の対応（軍事）

3月24日、NATOの臨時サミットがブリュッセルで開催
エストニアは、同盟国の部隊と指揮体制で構成される、戦闘準備
の整ったNATO師団が必要、空の防衛強化も重要と主張
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エストニア 侵攻後の対応（外交・経済）

エストニア、ラトビア、リトアニアのエネ
ルギー大臣は、ロシアから独立したエネル
ギー安全保障の確保について共同声明

•制裁措置には、経済制裁、入国拒否、
武器禁輸がある
•ロシアに対する制裁として
•特定の国営企業とのすべての取引が禁
止
•個人および団体への信用格付けサービ
スおよびアウトソーシングサービスの
提供を禁止
•ロシアのエネルギー部門への新規投資
を禁止
•ロシアの防衛と安全保障部門の技術開
発に貢献する可能性のある商品と技術
に厳格な輸出制限
•ロシアからEUへの鉄鋼製品の輸入を
禁止
•EUにおける資産凍結、旅行禁止のリ
ストにオリガルヒ、宣伝家等を追加
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ウクライナ危機から日本が学べること
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1 エネルギー、軍事、経済など、多面的な総合安全保障の重要性

2 サイバー防衛、情報戦・認知戦の重要性と、その限界

3 GAFAMなど、ビッグテック企業の影響力への対策

日本がウクライナの立場になったら？

日本がロシアの立場になったら？

日本だからできる平和への貢献は？
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